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1 平成２２年度予算編成の基本的な考え方 

 

 【市政を取り巻く環境】 

 

○ アメリカのサブプライムローン問題やリーマン・ブラザーズの破綻などにより日本

経済も大きな影響を受け、企業の設備投資の大幅な減尐や、雇用、所得、社会保障

などの不安から個人消費が依然として低迷しています。このような中で、平成２２

年度予算では、地方交付税が増額されたものの、経済不況を反映して税収のほか税

連動交付金が前年度よりも大きく減尐する一方、歳出では、生活保護費や自立支援

給付費などの社会保障費が大幅に増加しています。こうした歳出の大幅な増に対

し、前年度以上に臨時財政対策債の活用や財政調整基金からの繰り入れで対応しな

ければならない状況にあり、市財政は非常に厳しい状況にあります。 

 

○ 平成２２年度の重点施策として、清瀬市民センター再整備工事や清瀬コミュニティ

プラザ整備・管理運営、小中学校校舎耐震化、待機児童の解消、学力向上や教育環

境の改善、農業の育成や商業の活性化などを予算化しています。また、鳩山政権は

地方分権を「一丁目一番地」として重要視していることから、自治体の自主決定権

が強化されるため、職員の規律を正し、士気を高め、政策立案・実行能力を磨き、

自己改革努力をすることが求められています。そのためにも、今まで以上に簡素で

効率的な財政運営をしていかなければならないと考えています。 

 

 

 【予算編成基本方針】 

   

平成２２年度予算は、次の点を基本として編成しました。 

 

 １ 「環境の清瀬」として、水やみどり、農地、医療施設、大学などを市政に活かし、

個性的で魅力的な環境の良いまちづくりを推進すること。 

 

 ２ 「子育てしやすい清瀬」として、待機児童の解消に努め、子育て支援のさらなる

充実に努めること。 

 

 ３ 「読書の清瀬」「スポーツの清瀬」を教育の重点施策として、学力や体力の向上

を目指すとともに、教育環境の改善に努めること。 

 

 ４ 「市民協働の推進」を進め、地域の皆さんが地域自治の担い手となっていただけ

るよう働きかけること。 
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２ 財政規模 

 

 

○ 平成２２年度の一般会計の予算規模は、271億 400万円と前年度と比べ 2.1％と 

の伸びとなりました。 

○ 特別会計の予算規模は、6つの会計併せて 154億 2,900万円となりました。 

 

 

【財政規模】 

 

【財政規模・一般会計】 

区  分 
平成２２年度 

     千円 

平成２１年度 

     千円 

増減額 

   千円 

増減率 

     ％ 

一般会計 27,104,000 26,546,000 558,000 2.1 

特別会計 15,429,000 15,794,900 ▲ 365,900 ▲ 2.3 

   国民健康保険事業 8,433,000 8,923,000 ▲ 490,000 ▲ 5.5 

   老人保健医療 6,000 36,000 ▲ 30,000 ▲ 83.3 

   下水道事業 1,421,000 1,502,200 ▲ 81,200 ▲ 5.4 

   駐車場事業 80,000 93,700 ▲ 13,700 ▲ 14.6 

   介護保険 4,237,000 4,056,800 180,200 4.4 

   後期高齢者医療 1,252,000 1,183,200 68,800 5.8 

     合      計 42,533,000 42,340,900 192,100 0.5 
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(注) 平成１６年度予算規模には、減税補てん債借換分を除いた 227 億 6,670 万円で表示しています。 
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３ 歳入の状況(一般会計) 

   

 

○ 市税は、固定資産税や市たばこ税で増となるものの、個人や法人の市民税が減収す

るため、前年度よりも 1億 8,910 万円減の 91億 4,514万円となっています。 

○ 地方交付税は、国の予算額が 1.1兆円増額されたことなどから、総額で前年度より

も 3億 6,500万円の増額となっています。 

○ 国庫支出金は、子ども手当てや生活保護費、小中学校校舎の耐震化交付金などの増

により、対前年度比 39.5％の大幅な増となっています。 

○ 都支出金は、市町村総合交付金や認知症高齢者グループホーム整備補助金の増額な

どにより、対前年度比 8.5％増となっています。 

○ 市債は、旧都立清瀬東高等学校跡地購入が終了したことにより、前年度比 13％減

となっています。また、臨時財政対策債は個人所得の大幅な減尐や企業収益の急激

な悪化により、地方財政の大幅な財源不足を補うため地方財政対策で 49.7％の増

額となっていることから、前年度よりも 3億 2,940万円の増となっています。 

 

 

 

 

【歳入の状況】         （単位：千円、％） 

区        分 平成２２年度 平成２１年度 増減額 増減率 

市 税 9,145,142 9,334,247 △ 189,105 △ 2.0 

地 方 譲 与 税 125,000 130,000 △ 5,000 △ 3.8 

利 子 割 交 付 金 50,000 74,000 △ 24,000 △ 32.4 

地 方 消 費 税 交 付 金 670,000 758,000 △ 88,000 △ 11.6 

地 方 交 付 税 3,138,000 2,773,000 365,000 13.2 

国 庫 支 出 金 4,958,089 3,554,725 1,403,364 39.5 

都 支 出 金 3,760,764 3,465,082 295,682 8.5 

繰 入 金 539,885 524,865 15,020 2.9 

繰 越 金 400,000 400,000 0 0.0 

市 債 3,334,800 3,833,000 △ 498,200 △ 13.0 

そ の 他 の 収 入 982,320 1,699,081 △ 716,761 △ 42.2 

合 計 27,104,000 26,546,000 558,000 2.1 
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市民一人当たりの市税決算額 

単位：円

各 市 市　　　税 うち法人市民税

八 王 子 市 163,199 9,385

立 川 市 211,468 26,046

武 蔵 野 市 269,236 16,085

三 鷹 市 198,337 6,972

青 梅 市 152,344 5,777

府 中 市 198,994 14,994

昭 島 市 171,743 9,996

調 布 市 201,475 19,932

町 田 市 162,694 6,790

小 金 井 市 178,328 6,174

小 平 市 164,339 4,210

日 野 市 166,153 9,177

東 村 山 市 134,736 3,910

国 分 寺 市 191,250 6,878

国 立 市 196,815 7,400

福 生 市 142,727 5,063

狛 江 市 155,395 3,343

東 大 和 市 150,293 5,983

清 瀬 市 127,271 3,506

東 久 留 米 市 143,566 4,426

武 蔵 村 山 市 146,358 6,757

多 摩 市 195,920 14,256

稲 城 市 170,613 6,497

羽 村 市 183,820 8,142

あ き る 野 市 135,778 4,285

西 東 京 市 154,905 5,447

平 均 173,924 9,388

　                                             　　（21年度決算数値）
 

・市民税一人当たりの市民税額は、２６市平均が１７万３,９２４円であるのに対し、 

 清瀬市は１２万７,２７１円と４万６,６５３円程度の差があります。特に、法人市 

 民税については、２６市平均とかなりの差があります。 
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４ 歳出の状況(一般会計)  

 

 

○人件費については、退職者の増により 420 人から 402人（一般会計）へと 18人の職

員数の削減を行ったほか、給料のマイナス改定や期末手当の削減などにより対前年

度比 2億 5,737万円の減額となっています。 

○民生費は、子ども手当ての創設や生活保護費、自立支援給付費の増などにより、前

年度よりも 19億 2,327 万円の大幅な増額となっています。 

○土木費は、旧都立清瀬東高等学校跡地購入が無くなったことなどにより、前年度よ

りも 13億 8,906万円の大幅な減額となっています。 

○教育費は、小中学校校舎耐震化や旧第九小学校解体工事費などにより、前年度より

も 4億 2,328万円の増額となっています。 

 

 

【歳出の状況】 

  区        分 平 成 ２ ２年 度 平 成 ２ １ 年 度 増  減  額 増  減  率 

議 会 費 186,345 195,215 △8,870 △4.5 

総 務 費 2,762,103 2,991,876 △229,773 △7.7 

民 生 費 11,813,347 9,890,075 1,923,272 19.4  

衛 生 費 1,418,972 1,355,392 63,580 4.7 

農 林 業 費 26,888 56,561 △29,673 △52.5 

商 工 費 66,162 71,896 △5,734 △8.0 

土 木 費 620,077 2,009,146 △1,389,069 △69.1 

消 防 費 996,910 1,015,904 △18,994 △1.9 

教 育 費 2,825,391 2,402,110 423,281 17.6 

公 債 費 2,229,229 2,154,626 74,603 3.5 

諸 支 出 金 37,511 24,761 12,750 51.5  

予 備 費 20,000 20,000 0 0.0  

小 計 23,002,935 22,187,562 815,373 3.7 

          

人 件 費 4,101,065 4,358,438 △257,373 △5.9 

          

歳 出 合 計 27,104,000 26,546,000 558,000 2.1 
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安
全

対
策

特
別

交
付

金

分
担

金
及

び
負

担
金

1
8
,0

0
0

0
.1

%

1
0
,0

0
0

0
.0

%

6
7
0
,0

0
0

2
.5

%

4
9
,0

0
4

0
.2

%

0
.0

%

2
4
2
,4

0
5

0
.9

%

2
0
,7

2
6

0
.1

%

1
2
4
,4

8
4

0
.4

%

0
.2

%

0
.4

%

６
　

一
般

会
計

歳
入

歳
出

予
算

構
成

表

3
7
,5

1
1

2
0
,0

0
0

1
0
0
,1

8
4

9
9
6
,9

1
0

2
4
3
,1

8
0

5
7
,6

5
3

1
0
,0

0
0

0
.1

%

0
.1

%

諸
支

出
金

予
備

費

3
.7

%

議
会

費

農
林

業
費

商
工

費

消
防

費

0
.9

%

市
税

9
,1

4
5
,1

42

3
3
.7

%

地
方

交
付

税

3
,1

3
8
,0

00

1
1
.6

%

都
支

出
金

3
,7

6
0
,7

64

1
3
.9

%

国
庫

支
出

金

4
,9

5
8
,0

89

1
8
.3

%

市
債

3
,3

3
4
,8

00

歳
入

総
額

2
7
,1

0
4
,0

0
0

1
0
0
.0

%

民
生

費

1
3
,0

6
2
,3

1
7

4
8
.2

%

総
務

費

4
,3

5
3
,2

89

1
6
.1

%

教
育

費

3
,4

8
1
,5

12

1
2
.8

%

公
債

費

2
,2

2
9
,2

29

8
.2

%

土
木

費

8
4
1
,4

8
4

3
.1

%

衛
生

費

1
,6

8
0
,7

31

6
.2

%

歳
出

総
額

2
7
,1

0
4
,0

0
0

1
0
0
.0

%

そ
の

他

2
,0

6
1
,2

48

諸
収

入

1
6
6
,0

7
2

繰
入

金

5
3
9
,8

8
5

そ
の

他

1
,4

5
5
,4

38

5
.4

%
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７

　
一

般
会

計
に

お
け

る
歳

入
の

科
目

別

単
位

：百
万

円

前
年

度
比

増
減

率
前

年
度

比
増

減
率

前
年

度
比

増
減

率
前

年
度

比
増

減
率

前
年

度
比

増
減

率
前

年
度

比
増

減
率

前
年

度
比

増
減

率

12
年

度
8,

26
2

▲
 2

84
▲

 3
.3

3,
94

9
▲

 2
33

▲
 5

.6
2,

23
3

▲
 1

,2
90

▲
 3

6.
6

2,
42

3
▲

 6
7

▲
 2

.7
52

5
▲

 6
5

▲
 1

1.
0

4,
67

1
▲

 6
44

▲
 1

2.
1

22
,0

63
▲

 2
,5

83
▲

 1
0.

5

13
年

度
8,

32
2

60
0.

7
3,

93
7

▲
 1

2
▲

 0
.3

2,
48

4
25

1
11

.2
2,

56
2

13
9

5.
7

98
3

45
8

87
.2

4,
66

6
▲

 5
▲

 0
.1

22
,9

54
89

1
4.

0

14
年

度
8,

29
1

▲
 3

1
▲

 0
.4

3,
76

1
▲

 1
76

▲
 4

.5
2,

45
3

▲
 3

1
▲

 1
.2

2,
48

4
▲

 7
8

▲
 3

.0
1,

30
0

31
7

32
.2

3,
56

0
▲

 1
,1

06
▲

 2
3.

7
21

,8
49

▲
 1

,1
05

▲
 4

.8

15
年

度
8,

03
4

▲
 2

57
▲

 3
.1

3,
26

8
▲

 4
93

▲
 1

3.
1

3,
22

7
77

4
31

.6
2,

69
9

21
5

8.
7

2,
38

6
1,

08
6

83
.5

3,
67

1
11

1
3.

1
23

,2
85

1,
43

6
6.

6

16
年

度
7,

97
9

▲
 5

5
▲

 0
.7

3,
19

2
▲

 7
6

▲
 2

.3
3,

18
9

▲
 3

8
▲

 1
.2

3,
30

4
60

5
22

.4
3,

75
7

1,
37

1
57

.5
4,

13
1

46
0

12
.5

25
,5

52
2,

26
7

9.
7

17
年

度
8,

34
0

36
1

4.
5

3,
25

8
66

2.
1

3,
04

6
▲

 1
43

▲
 4

.5
2,

71
8

▲
 5

86
▲

 1
7.

7
1,

42
4

▲
 2

,3
33

▲
 6

2.
1

3,
76

0
▲

 3
71

▲
 9

.0
22

,5
46

▲
 3

,0
06

▲
 1

1.
8

18
年

度
8,

59
5

25
5

3.
1

3,
18

3
▲

 7
5

▲
 2

.3
3,

01
1

▲
 3

5
▲

 1
.1

2,
89

7
17

9
6.

6
1,

13
7

▲
 2

87
▲

 2
0.

2
4,

12
7

36
7

9.
8

22
,9

50
40

4
1.

8

19
年

度
9,

46
9

87
4

10
.2

2,
84

1
▲

 3
42

▲
 1

0.
7

3,
05

0
39

1.
3

3,
17

7
28

0
9.

7
1,

03
6

▲
 1

01
▲

 8
.9

4,
13

4
7

0.
2

23
,7

07
75

7
3.

3

20
年

度
9,

39
9

▲
 7

0
▲

 0
.7

3,
01

0
16

9
5.

9
4,

54
9

1,
49

9
49

.1
3,

38
9

21
2

6.
7

1,
37

2
33

6
32

.4
3,

66
0

▲
 4

74
▲

 1
1.

5
25

,3
79

1,
67

2
7.

1

21
年

度
9,

33
4

▲
 6

5
▲

 0
.7

2,
77

3
▲

 2
37

▲
 7

.9
3,

55
5

▲
 9

94
▲

 2
1.

9
3,

46
5

76
2.

2
3,

83
3

2,
46

1
17

9.
4

3,
58

6
▲

 7
4

▲
 2

.0
26

,5
46

1,
16

7
4.

6

22
年

度
9,

14
5

▲
 1

89
▲

 2
.0

3,
13

8
36

5
13

.2
4,

95
8

1,
40

3
39

.5
3,

76
1

29
6

8.
5

3,
33

5
▲

 4
98

▲
 1

3.
0

2,
76

7
▲

 8
19

▲
 2

2.
8

27
,1

04
55

8
2.

1

（注
）数

値
は

平
成

12
年

度
か

ら
平

成
20

年
度

ま
で

は
決

算
額

で
あ

り
、

平
成

21
年

度
・平

成
22

年
度

は
当

初
予

算
額

で
あ

る
。

そ
の

他
合

計
年

度
市

税
地

方
交

付
税

国
庫

支
出

金
都

支
出

金
市

債
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８
　

一
般

会
計

に
お

け
る

性
質

別
経

費

単
位

：百
万

円

前
年

度
比

増
減

率
前

年
度

比
増

減
率

前
年

度
比

増
減

率
前

年
度

比
増

減
率

前
年

度
比

増
減

率
前

年
度

比
増

減
率

前
年

度
比

増
減

率

12
年

度
5,

63
9

▲
 5

14
▲

 8
.4

3,
37

1
▲

 4
4

▲
 1

.3
3,

93
2

▲
 7

05
▲

 1
5.

2
1,

17
3

▲
 3

13
▲

 2
1.

1
2,

33
3

58
2.

5
5,

21
0

▲
 1

,1
03

▲
 1

7.
5

21
,6

58
▲

 2
,6

21
▲

 1
0.

8

13
年

度
5,

57
1

▲
 6

8
▲

 1
.2

3,
44

9
78

2.
3

4,
20

8
27

6
7.

0
1,

40
2

22
9

19
.5

2,
33

3
0

0.
0

5,
59

0
38

0
7.

3
22

,5
53

89
5

4.
1

14
年

度
5,

40
3

▲
 1

68
▲

 3
.0

2,
55

0
▲

 8
99

▲
 2

6.
1

4,
54

1
33

3
7.

9
1,

23
6

▲
 1

66
▲

 1
1.

8
2,

09
2

▲
 2

41
▲

 1
0.

3
5,

65
2

62
1.

1
21

,4
74

▲
 1

,0
79

▲
 4

.8

15
年

度
5,

23
4

▲
 1

69
▲

 3
.1

2,
52

5
▲

 2
5

▲
 1

.0
4,

97
5

43
4

9.
6

2,
14

5
90

9
73

.5
2,

14
9

57
2.

7
5,

72
0

68
1.

2
22

,7
48

1,
27

4
5.

9

16
年

度
5,

11
5

▲
 1

19
▲

 2
.3

2,
43

0
▲

 9
5

▲
 3

.8
5,

45
8

48
3

9.
7

2,
63

0
48

5
22

.6
3,

71
9

1,
57

0
73

.1
5,

71
4

▲
 6

▲
 0

.1
25

,0
66

2,
31

8
10

.2

17
年

度
5,

07
5

▲
 4

0
▲

 0
.8

2,
40

4
▲

 2
6

▲
 1

.1
5,

46
8

10
0.

2
1,

38
0

▲
 1

,2
50

▲
 4

7.
5

1,
97

5
▲

 1
,7

44
▲

 4
6.

9
5,

55
0

▲
 1

64
▲

 2
.9

21
,8

52
▲

 3
,2

14
▲

 1
2.

8

18
年

度
4,

93
4

▲
 1

41
▲

 2
.8

2,
48

1
77

3.
2

5,
51

4
46

0.
8

1,
23

5
▲

 1
45

▲
 1

0.
5

1,
91

7
▲

 5
8

▲
 2

.9
5,

70
3

15
3

2.
8

21
,7

84
▲

 6
8

▲
 0

.3

19
年

度
5,

01
1

77
1.

6
2,

62
8

14
7

5.
9

5,
82

1
30

7
5.

6
1,

30
6

71
5.

7
22

7
▲

 1
,6

90
▲

 8
8.

2
7,

98
8

2,
28

5
40

.1
22

,9
81

1,
19

7
5.

5

20
年

度
4,

98
8

▲
 2

3
▲

 0
.5

2,
41

1
▲

 2
17

▲
 8

.3
6,

12
0

29
9

5.
1

1,
87

5
56

9
43

.6
2,

30
9

2,
08

2
91

7.
2

5,
87

4
▲

 2
,1

14
▲

 2
6.

5
23

,5
77

59
6

2.
6

21
年

度
5,

06
6

78
1.

6
2,

71
3

30
2

12
.5

6,
27

0
15

0
2.

5
4,

27
4

2,
39

9
12

7.
9

2,
15

5
▲

 1
54

▲
 6

.7
6,

06
8

19
4

3.
3

26
,5

46
2,

96
9

12
.6

22
年

度
4,

96
8

▲
 9

8
▲

 1
.9

2,
92

6
21

3
7.

9
8,

12
1

1,
85

1
29

.5
3,

36
9

▲
 9

05
▲

 2
1.

2
2,

26
7

11
2

5.
2

5,
45

3
▲

 6
15

▲
 1

0.
1

27
,1

04
55

8
2.

1

（注
）数

値
は

平
成

12
年

度
か

ら
平

成
20

年
度

ま
で

は
決

算
額

で
あ

り
、

平
成

21
年

度
・平

成
22

年
度

は
当

初
予

算
額

で
あ

る
。

合
計

年
度

公
債

費
そ

の
他

人
件

費
物

件
費

扶
助

費
普

通
建

設
事

業
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９　　一 般 会 計 性 質 別 経 費 調

（ 単位 ： 千円 、 ％ ）

金　　　額 構 成 比 金　　　額 構 成 比

1 人 件 費 4,968,499 18.3 5,065,917 19.1 ▲ 97,418 ▲ 1.9

う ち 職 員 給 与等 4,101,065 15.1 4,358,438 16.4 ▲ 257,373 ▲ 5.9

2 扶 助 費 8,120,738 29.9 6,270,276 23.6 1,850,462 29.5

3 公 債 費 2,266,720 8.4 2,154,615 8.1 112,105 5.2

15,355,957 56.6 13,490,808 50.8 1,865,149 13.8

4 物 件 費 2,926,184 10.8 2,713,196 10.2 212,988 7.9

5 維 持 補 修 費 23,053 0.1 32,283 0.1 ▲ 9,230 ▲ 28.6

6 補 助 費 等 2,582,214 9.5 2,612,949 9.9 ▲ 30,735 ▲ 1.2

7 普通建設事業費 3,369,294 12.4 4,273,670 16.1 ▲ 904,376 ▲ 21.2

8 積 立 金 2,126 0.0 26,376 0.1 ▲ 24,250 ▲ 91.9

9 投資及び出資金 350,000 1.3 350,000 1.3 0 0.0

10 貸 付 金 17,756 0.1 713,844 2.7 ▲ 696,088 ▲ 97.5

11 繰 出 金 2,457,416 9.1 2,312,874 8.7 144,542 6.2

12 予 備 費 20,000 0.1 20,000 0.1 0 0.0

27,104,000 100.0 26,546,000 100.0 558,000 2.1合　　　　　　　計

項　　　　　　　目 増 減 率
平成２２年度当初予算 平成２１年度当初予算

増 減 額

小　　　　　　　計
 （義務的経費）
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（性質別経費） 

 

（１）人件費とは、職員の給与や議員の報酬、非常勤職員の報酬などをいいます。 

 

（２）物件費とは、臨時職員の賃金や旅費、消耗品の購入、郵送料、委託料、土地の賃 

     借料などをいいます。 

 

（３）維持補修費とは、市役所や市民センターなど公共施設の効用を維持するための軽 

    微な補修費をいいます。 

 

 （４）扶助費とは、生活保護法や児童福祉法、老人福祉法などの法律に基づく該当者へ 

    の生活費や手当などの給付費をいいます。 

 

 （５）補助費等とは、火災や自動車などの保険料、一部事務組合への負担金や各種団体 

    への補助金などをいいます。 

 

 （６）普通建設事業費とは、公共施設の工事費や用地買収費、これらに附随する設計費 

    や測量費などをいいます。 

 

 （７）公債費とは、市が借り入れた地方債の元利償還金や一時借入金利子をいいます。 

 

 （８）積立金とは、不測の事態に備えるための財政調整基金や一定の目的のために設置 

    された基金への積立金をいいます。一般家庭の貯金に当たるものです。 

 

 （９）投資及び出資金とは、清瀬市が特定の組織や団体に投資や出資をするものです。 

    平成２１年度には第三セクターである都市開発株式会社に３億５，０００万円出 

    資しました。もともと清瀬駅北口再開発事業の精算に当たり、駅前の西友が賃貸 

    している商業床の一部を都市開発株式会社が取得し、その資金の一部を清瀬市が 

    毎年会社に７億円貸付け、年度末に返還させていました。しかし、国からの指導 

    もあり、経営改善のため平成２１年度と２２年度に３億５，０００万円ずつ出資 

    することになりました。 

 

（１０）貸付金とは、都市開発株式会社への３億５，０００万円の貸付けのほか、一時的 

    に生活に困っている方への貸付金や奨学資金の貸付金などをいいます。 

 

（１１）繰出金とは、特別会計の歳入不足を補うため一般会計から繰出しを行うことです。 

    また、特別会計に決算剰余が生じた場合にルールに従い一般会計に繰出すことを 

    いいます。 
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１０ 当市の予算の特徴 

 

 市財政を２６市との比較で見た場合の大きな特徴として、①市税収入が尐ない。②人件

費が多い。③生活保護費など扶助費が多い。以上３点が挙げられます。ただし、人件費に

ついては、行財政改革によりかなり削減してきました。市民１，０００人当たりの職員数

は平成１９年度の１０．６人から平成２２年度の６．０人と、４．６人も削減してきまし

たが、それでも２６市平均の５．９人よりも０．１人多い数値となっています。また、市

税収入が尐ないことと生活保護費が多いということにつきましては、病院のまちとして発

展してきた経緯もあり、法人数は尐ないなど、この２点の改善を図ることは難しい状況に

あります。 

 

 

１．市税収入が尐ない 

  市民一人当たりの市税収入は、２１年度決算数値で見ると、２６市平均が１７８，５

９４円なのに対し、当市の場合は２６市で一番尐ない１２９，６３４円と、２６市平均

よりも４８，９６０円尐ないものとなっています。特に、法人市民税については、大き

な企業がなく、企業数も尐ないため他市よりも非常に尐ないものとなっています。 

 

 

２．人件費が多い 

  当市は病院のまちとして発展してきた経緯から、看護師のお子さんを預かる公立の保

育所や学童クラブを数多く整備してきたこと。また、学校給食を各校ごとに単独で行な

ってきたため、保育士や給食調理員の職員数が他市と比較すると非常に多くなっていま

した。 

その後、行財政改革の推進により、職員数は平成９年度の７０８人から平成２２年度

の４３４人（４月１日現在）と２７４人削減してきました。また、人件費総額につきま

しても、一番多かった平成１１年度の６１億５，３００万円に対し、平成２１年度には

４９億９，１００万円と１１億６，２００万円の削減をしてきました。 

  こうした経費につきましては、税収が減尐するなか、市民サービスの低下を招くこと

のないよう、また、新たな施策展開や市民サービスの向上に努めたところです。 

  しかし、今後も他市の状況を参考に削減できるところは削減の努力をしていく必要が

あります。 

 

 

３．民生関係経費が多い 

  昭和６年に国立療養所東京病院（独立行政法人東京病院）が結核専門の療養所として

発足して以来、清瀬には結核療養施設等の長期療養型医療施設が次々と建設されました。 

 同時に全国から長期療養者が療養のため清瀬に移り住み、多くの方々は生活保護を受け

ながら療養生活を送ってきたことなどから生活保護費が歳出総額に占める割合は以前か

ら多くありました。また、公立保育園や社会福祉関係施設も市内に多くあることから、 
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民生費の予算総額に占める割合は４２．４％（２１年度決算）と２６市中一番多い割合

となっています。 
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１１ 歳入の説明 

 

（１）市税 

○市民税                         ９,１４５,１４２千円 

 

 ア．個人                                             （４,３４６,３２５千円） 

 自治体の政策のための経費は、その自治体で賄うことが原則であり、その中心になるも

のが地方税です。 

 地方税は、一般行政経費を賄うために地方税法及び自治体の条例の定めるところにより、

その地域の住民や企業が支払う税金です。 

 市民税には均等割と所得割があり、基本的には、地方税法によって規定されている標準

税率によってどこの自治体でも税率は同じです。 

但し、財政上その他必要がある場合（災害復旧など）には、自治体の判断によって標準税

率を超える税率を用いて課税することが出来ます。たとえば、夕張市のように財政破綻し

た自治体は超過税率を採用していますがごく稀な場合です。 

 ①均等割  

税 率 区 分 
３,０００円未満 

標準税率未満 

３,０００円 

標準税率 

３,０００円超 

超過税率 
合    計 

市町村数 ０ １,７９７ ３ １,８００ 

※超過税率は夕張市３,５００円（平成１９年度から）、横浜市３,９００円（平成２１年度

から） 

宮崎市３,５００円（平成２１年度から） 

 

 ②所得割 

税 率 区 分 標準税率未満 標準税率 超過税率 合    計 

市町村数 ０ １,７９８ ２ １,８００ 

※超過税率は夕張市６．５％（平成１９年度から）、豊岡市６．１％（平成２１年度から） 

※上記①と②は平成２１年４月１日現在 

 

イ．法人                        （２２９,４４２千円） 

 清瀬市内には法人数が尐なく、また、大きな企業も尐ないため、法人市民税は他市と比

較して非常に尐ない金額となっております。 
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○固定資産税                       ３,４８４,６４７千円 

 

土地・家屋・償却資産に対して課される財産税です。 

 

 

○その他の税 

 ・軽自動車税（４３,３２１千円）・市たばこ税（３４４,０１７千円） 

 ・都市計画税（６９７,３９０千円） 

 

 

（２）地方交付税 

○地方交付税                       ３,１３８,０００千円 

 

 地方交付税とは、地域間の税源の不均衡を調整し、全ての自治体が一定水準の行政サービ

スを提供できるようにするために、国税の一定割合が交付される交付金です。 

 

 

自治体の行政サービス 

 

 

自治体の歳出 

 

 

 

 

市 税 

 

 

その他 

の財源 

（財源不足） 

  地方交付税 

 

自治体の歳入 

 

 

・地方交付税の機能 

①� 源保障機能＝地方全体としての財源保障 

 

 

所得税 　法定

酒税 　ルール分

消費税 　特例加算分

たばこ税 　など 　特別交付税　6％

一
定
割
合

法人税
　普通交付税　94％ 自治体

に配分

 

 

 ②財源調整機能＝各自治体間の財源の均衡化を図る（一定水準の行政サービスを確保） 
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・普通交付税の交付・不交付団体数（平成２２年度） 

 交付 不交付 計 

都道府県 ４６ １ ４７ 

市町村 １,６５３ ７４ １,７２７ 

計 １,６９９ ７５ １,７７４ 

 

 

（３）国庫支出金と都支出金 

 ①国庫負担金 

   国と自治体の共同責任で仕事をする場合に交付されます。適切な金額が確保されて

いないなどの問題があります。（例）生活保護費・自立支援給付費 

 ②国庫補助金 

   国が特定の施策の実施を奨励することを目的とし、又は一定の財政援助をすること

を目的として交付されます。国が自治体の対する政策誘導といえます。 

  （例）小中学校耐震化事業・道路整備事業 

 ③国庫委託金 

   国が本来行なうべき施策を効率的・経済的な面から自治体に委託して行う場合に交

付されます。（例）国政選挙・国勢調査 

 

※国庫補助金の問題点 

 ・国の関与が自治体の自主的な財政運営を阻害することもあります。 

・補助要綱に細かい規定があり、その内容に適合させなければならないため、地域の実

情に合った内容になっていないところもあります。 

 ・今まで、国庫補助負担金を削減して一般財源化されていきました。 

① 地方交付税への置き換えであり、一般財源は増えても自主財源は増えないし、不交

付団体は収入減となります。 

②地方税への置き換えであり、一般財源と自主財源が増えます。 

  国庫補助負担金の一般財源化については、国が経費の一部を負うのが負担金であるた

め、一般財源化にはなじまないこと。また、地方交付税への置き換えに付きましても、

必ずしもその財源が確保されているのかどうか分からないことや、不交付団体は無償

で当該事務をさせられることになってしまうことなどが問題となります。 

 

都支出金につきましても、国庫補助負担金が一般財源化されると、都補助金も国に連動

して補助金を打ち切ることや、財政的な問題を理由に補助金を打ち切ることがあります。 

ただし、市では、国や東京都の補助金が無くなったからといって簡単に市民サービスを

止めることは難しいということがいえます。 

 

 

 



17 

 

（４）地方債 

 

 学校や児童センター、道路などは数十年にわたって使用するもので、将来、市民になる

方々もその恩恵を受けることから、借金をして、その返済金の支払いとう形で将来市民の

皆さんにも負担をしていただく「世代間の負担の公平」を図ることにしています。 

 地方債には、建設事業に充てられる建設地方債と、それ以外の赤字地方債があります。

赤字地方債には臨時財政対策債や減税ほてん債などがあり、これらの元利償還金は１０

０％普通交付税の基準財政需要額に算入されます。 

 

①建設地方債とは、建設事業に充てる地方債で、一般的には事業費の７５％程度まで地方

債を活用することができます。 

②臨時財政対策債とは、地方公共団体の一般財源不足を補うため、その財源として赤字国

債を発行し財源補てんするもので、元利償還金の１００％が地方交付税措置され、一般

財源として何にでも充てることができます。 

 発行可能額は、一定の計算で算出されますが、臨時財政対策債を活用してもしなくても、

普通交付税算定上の基準財政需要額から臨時財政対策債発行可能額は差し引かれ、その

元利償還金は基準財政需要額に算入されます。 

 地方公共団体の一般財源不足の穴埋めとして、近年、臨時財政対策債の発行額が増えて

きています。当市でも平成２３年度末には臨時財政対策債の残高が建設事業債の残高を

超える見込みであり、国の施策により借金が増えてしまうという状況にあります。地方

公共団体の財源不足に対し、国はきちんと財源措置すべきです。 

 

 

１２ 歳出の説明 

 

（１）総務費関係 

 

○情報公開関係経費                        １６０千円 

 

 市民の皆さんに積極的に市政に参加していただいて、市政にご理解いただけるよう、市

が保有する公文書を公開しています。公文書の公開には一定の手続きが必要となります。 

 また、各種行政サービスをしていく中で、公文書等として個人に係る情報を保管・保存

しています。個人情報のうち、清瀬市個人情報の保護に関する条例に基づき、自己に係る

個人情報を本人に限って公開しています。個人情報の公開には一定の手続きが必要となり

ます。（文書法制課） 
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○オンブズパーソン制度関係経費                 １８６千円 

 

 市政に関する市民の皆さんのご自身にかかわる苦情を解決するため、有識者２名で構成

されたオンブズパーソンが苦情の申し立てに対し、公正かつ中立的な立場から処理し、市

政の改善に関する提言を行うことにより、市民の皆さんの権利利益を擁護する制度です。

（文書法制課） 

 

 

○市報きよせ発行経費                     １５,１３７千円 

 

 毎月１日号と１５日号の２回市報を発行し、市民の皆さんに市政の取り組みやお知らせ

など掲載しています。 

 

 

○市民相談関係経費                       １,３８８千円 

 

 法律・税務・人権身の上・不動産取引・不動産法律・表示登記・登記（相続・遺言）・年

金労働・相続暮らし・行政苦情・交通事故の相談を専門家の皆さんが対応しています。な

お、相談費用は無料ですが、事前に予約が必要となります。（秘書広報課） 

 

 

○計画行財政推進費                        ７３８千円 

 

 庁内の職員が作った第４次行財政改革大綱の素案を基に、学識者や一般公募の委員で年

内に大綱を作成します。なお、秋には市民の皆さんにもご意見を伺う予定をしています。

（企画課） 

 

 

○平和祈念関係経費                       １,１３７千円 

 

 平和の大切さを学び、市民の皆さんに平和の大切さを伝えてもらうことを目的として、

毎年小中学生１０名を広島市に派遣しています。平和記念式典への参加や原爆ドームの見

学、被爆者の体験談を聴くことを通して、戦争の悲惨さ、平和の尊さを肌で感じてもらい

ます。 

 また、「非核清瀬市宣言」を受け、市民の皆さんとの協働による平和祈念展を毎年開催し、

講演会や映画会等を行っています。いずれも、実行委員会方式で行っていますので、予算

は、実行委員会に対する補助金です。（企画課） 
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○市民協働推進事業費                      １,１２３千円 

 

 市では市民の皆さんとともにまちづくりを進めるため、まちづくり委員会を設置し、市

への施策提言をお願いしています。市では提言を予算に反映するなどしています。（企画課） 

 

 

○市民活動センター関係経費                   ３,８０９千円 

 

 市民活動に関する情報の発信・収集・交換、市民活動に関する相談やボランティア活動

のコーディネーターなどを、市民活動センターで行っています。センターの運営は NPO

法人である「清瀬市民活動の会」に委託しています。（企画課） 

 

 

○清瀬市民センター再整備関係経費             １,２９１,１６７千円 

 

 老朽化した清瀬市民センターを個性ある施設として、音響性能を高めたゆとりある５０

８席のホールにリニューアルします。センター内の子育て支援室や児童図書館、セミナー

ハウス、小ホールの整備なども行います。平成２２年１２月５日にオープンを予定してい

ます。（企画課） 

 

 

○国際交流事業費                         ２００千円 

 

 市内に在住並びに来訪される外国人の方々と市民の皆さんとの交流を通じて、お互いの

生活習慣や文化などを学び、国際理解を深め、友好親善を一層促進することを目的とする

ボランティア団体である国際交流会の活動に対する補助金を交付しています。（企画課） 

 

 

○コミュニティプラザ開設準備経費              １０９,２４４千円 

 

 旧都立清瀬東高等学校の校舎・体育館を平成２０年度に、用地を２１年度に取得し、市

民活動の拠点施設として整備し、清瀬市コミュニティプラザひまわりとして７月３日にオ

ープンしました。貸出施設には時間帯で貸し出す部屋と、月単位で貸し出しを行う部屋が

あります。（企画課） 

 

 

○市制施行４０周年記念事業関係経費                              ６,０００千円 

 

 昭和４５年に市制が施行されてから今年で４０年になることから、清瀬けやきホールの

オープンに合わせて４０周年記念式典を行います。（企画課） 
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○コミュニティバス事業費                   １８,５３３千円 

  

 志木街道経由と緑蔭通り経由の２つのコースを１日２２便運行しています。バス運行に

係る車両管理費や人件費などの運行経費から運行収入などを差し引いた額を西武バスに補

助金として支出しています。（防災安全課） 

 

 

○市民安全推進経費                       ３,３４６千円 

 

 不審者対策としてシルバー人材センターに委託して、日中や夜間に市内のパトロールの

実施をしているほか、小中学校の保護者や自治会の皆さんなどが自主的に行っている防犯

活動に対し、腕章やウィンドブレーカーなどを支給しています。（防災安全課） 

 

 

○男女共同参画センター関係経費                １１,３６２千円 

 

 男女共同参画センターは、清瀬市の男女平等推進の拠点施設です。男女平等に関する講

座や広報誌「Ms.スクエア」の発行、女性の生き方や法律、DV、仕事の相談事業などを行

っています。予算は、講師謝礼や印刷製本費、相談員の報酬などが主な内容となっていま

す。 （男女共同参画センター） 

 

 

（２）民生費関係 

 

○民生・児童委員活動費等                   １１,６１５千円 

 

 民生・児童委員、主任児童委員は、厚生労働大臣から委嘱され、暮らしや高齢者、子ど

も、その他福祉に関する事などに対し、地域の皆さんの身近な相談・支援者として活動し

ています。（地域福祉課） 

 

 

○保護司活動費                         ２,４２９千円 

 

 保護司は、犯罪や非行をした人の立ち直りを地域で支えるボランティアです。 

犯罪や非行をした人が地域の中で早期に更生できるよう助けるとともに、地域の犯罪・非

行の予防を図る活動などをしています。（生活福祉課） 
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○福祉資金貸付事業費                     １７,００７千円 

 

 一時的に生活費に困った方（世帯）に対し、生活費などを貸し付ける制度があります。 

 ・生活資金（１５万円以内）、就学支度金（１８万円以内）、入園支度金（７万円以内）、

高額医療費（１００万円以内）、出産費（３３万６千円以内）、緊急福祉資金（一般３万

円以内、医療５万円以内）、貸付には一定の条件があります。（生活福祉課） 

 

 

○社会福祉協議会運営助成事業費                ３８,０００千円 

 

 社会福祉協議会は、地域福祉の推進を図ることを目的として設置されている公共性の高

い社会福祉法人です。事業内容は、地域住民による助け合いの有償ボランティアサービス、

地域福祉活動の団体支援、一人暮らし高齢者を対象とした電話訪問サービスなど様々な地

域福祉事業の他、ボランティアセンターや地域包括支援センター、権利擁護センターなど

の運営を行っています。 

 社会福祉協議会の活動は、会費・寄附金・市補助金・受託金を主な財源として行ってい

ます。 

 なお、社会福祉協議会の主たる事務所は平成２２年７月に障害者福祉センターから清瀬

市コミュニティプラザ内へ移転しました。（高齢支援課） 

 

 

○中国残留邦人等生活支援給付事業費              ３４,９３４千円 

 

 終戦後の混乱で中国や樺太等に取り残され、その後、日本に永住帰国した残留邦人で国

が定める要件を満たした方に、老齢基礎年金の満額が支給されるとともに、それを補完す

る生活費や住宅費、医療費などの「生活支援給付金」を支給します。（生活福祉課） 

 

 

○権利擁護事業費                       １７,１５３千円 

 

 市の補助を受けて社会福祉協議会が運営する「きよせ権利擁護センターあいねっと」は、

高齢者や知的・精神障害などのある方が、住みなれた地域で安心して暮らせるようお手伝

いする非営利の公共的な機関です。福祉サービスに関わる相談や成年後見制度に関する支

援等を行っています。（地域福祉課） 

 

 

○住宅手当緊急特別措置事業                  １４,１１１千円 

 

 国の「緊急経済対策」の一環として雇用対策を補完するもので、離職したものが就職活

動を行うためには安定した住居が必要なことから、住居を喪失又は喪失する恐れのある者

のうち、就労意欲のある者に対し、生活保護基準の住宅費６か月間（最大９か月間）を給
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付するものです。（生活福祉課） 

 

 

○老人保護事業費                      １２１,６５６千円 

 

 家庭環境や経済上の理由で家族と一緒に生活することが困難な６５歳以上（特別の場合

は６０歳以上）の方が入所できる養護老人ホームへの入所措置や、社会福祉法人が整備し

た特別養護老人ホームの市民用ベッド数を確保するため、ベッド数に応じた整備費を補助

しています。（高齢支援課） 

 

 

○ひとり暮らし老人等援護事業費                 ２,７９０千円 

 

 ６５歳以上の一人暮らしの方や、高齢者のみの世帯で、慢性疾患があるなど常に注意を

必要とする方を対象に専用無線通報機を使って、自宅で緊急事態に陥った時、東京消防庁

に自動通報する緊急通報システムの経費が予算の主な内容となっています。（高齢支援課） 

 

 

○敬老記念事業費                       １０,３２０千円 

 

 長寿をお祝いするため敬老の日に７５歳以上の高齢者を招待し、敬老大会を行っていま

す。（高齢支援課） 

 ・敬老祝金 喜寿（７７歳）・米寿（８８歳）＝５,０００円 

       白寿（９９歳）＝１０,０００円  

１００歳＝３０,０００円 

１０１歳以上＝１０,０００円 

 

 

○高齢者住宅事業費                      ５５,６５１千円 

 

 市内に２年以上住んでいる６５歳以上の一人暮らし又は、高齢者のみの世帯で老朽化し

た住宅や危険な住宅で立ち退きを迫られている方に対し、市では高齢者向け住宅を借り上

げ提供しています。また、都が高齢者向けに建築した都営住宅のシルバーピアを地元割り

当てとして、市が募集しています。予算は、住宅の借り上げや生活協力員の委託料などが

主な内容となっています。（高齢支援課） 

 

 

○寝たきり高齢者等援護事業費                 １３,９３６千円 

 

 ６５歳以上の方で在宅で寝たきりの方や日常生活の動作が困難な方などに布団乾燥や、

住宅改修として手すりの設置や段差解消、浴槽や洋式便器への取替えなどの改修費を支給
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しています。また、常時おむつが必要な要介護１から５の非課税の方及び課税世帯の要介

護４・５の方に対しおむつの支給も行っています。（高齢支援課） 

 

 

○シルバー人材センター運営事業費               ３０,２５２千円 

 

 シルバー人材センターは、企業や家庭、公共団体などから様々な仕事を引き受けて、地

域の経験豊かな高齢者の方々に仕事を提供する公益法人で、働くことを通じて高齢者の生

きがいと健康づくりを進め、活力ある地域社会づくりに貢献しています。予算は、センタ

ーの人件費や運営費の助成などとなっています。（高齢支援課） 

 

 

○地域包括支援センター運営事業費                ５,２４３千円 

 

 地域包括支援センターでは、地域の高齢者の方が安心して生活できるよう、高齢者に関

する様々な相談にお答えしています。また、高齢者の方々の権利（権利擁護・虐待防止な

ど）を守るための活動もしています。いつでも身近な場所で相談・支援活動ができるよう

直営１箇所と委託２箇所で運営しています。（地域福祉課） 

 

 

○自立支援給付事業費                    ９４１,１８０千円 

 

 障害の種別（身体・知的・精神）にかかわらず、障害のある人々が必要とするサービス

を利用できるよう、サービスを利用するための仕組みを一元化するとともに、サービスを

利用する人もサービスの量に応じた負担を原則とします。また、就労支援の強化に努めて

います。（障害福祉課） 

①訪問系サービス 

 ・居宅介護（ホームヘルプ）・重度訪問介護・行動援護等 

②日中活動系サービス 

 ・生活介護・自立訓練（機能訓練・生活訓練）・就労移行支援・就労継続支援（Ａ型Ｂ型）・

療養介護・児童デイサービス・短期入所（ショートステイ） 

③居住系サービス 

・共同生活援助（グループホーム）・共同生活介護（ケアホーム）・施設入所支援 

 

 

○地域生活支援事業費                     ７７,６３６千円 

 

 障害者自立支援法による自立支援システムは自立支援給付のほかに、市町村の実情にあ

わせて実施できる地域生活支援事業があります。自立や社会復帰、社会参加などの支援活

動のほか情報提供などを行っています。予算には、地域活動支援センターの運営委託料の

ほか、特殊寝台やストマ装具などの日常生活用具の給付、移動のためのガイドヘルパーの
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支援助成なども含まれています。（障害福祉課） 

 

 

○障害者在宅援護事業費                    １０,４３５千円 

 

 ２０歳以上で身障手帳１級を持っている重度脳性麻痺の方に対して介護人を派遣してい

るほか、福祉移送サービス団体への補助金、酸素吸入装置をお使いの方への酸素購入費の

一部助成などを行っています。（障害福祉課） 

 

 

○障害者福祉手当等事業費                  ２６９,０１０千円 

 

 一定の障害をお持ちの方々に対し、国や都、市から手当を支給しています。また、一定

の条件に当てはまる難病疾患者や交通遺児等の方々に対する助成も行っています。また、

身障手帳１～２級・愛の手帳１～２度の方には、６ヶ月で１９,８００円を上限として福祉

タクシー利用料金の利用助成を行っているほか、障害者本人の所有、又は、障害者のため

に扶養義務者等が使用する自動車のガソリン代のうち一部を補助しています。但し、手当

やタクシー利用、ガソリン代の助成につきましては所得制限等があります。（障害福祉課） 

 

 

○障害者施設運営助成等事業費                １０２,２９７千円 

 

 市内の障害者施設に対して運営費の補助金を出しています。また、障害児の放課後対策

として、機能訓練や生活訓練、作業活動などの事業を清瀬わかば会に委託しています。（障

害福祉課） 

 

 

○障害者福祉センター運営管理事業費              ７１,３１５千円 

 在宅の心身障害者（児）の社会参加と自立を目指した施設で、身体障害者を対象とした

生活介護施設と機能訓練施設、知的障害者を対象とした知的障害者通所更正施設（清瀬ひ

まわり園及び分場あじさい）、心身障害児の放課後等育成事業（学童クラブのびのび）など

があります。社会福祉協議会が指定管理者として障害者福祉センターの運営管理を行って

います。（障害福祉課） 

 

 

○障害者就労支援センター事業費                ２０,５９８千円 

 

 障害者の就職に関する相談や就職活動、職場定着の支援などを行っています。予算には、

センターの人件費や運営費などが措置されています。（障害者福祉課） 
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○私立幼稚園等助成費                    １６７,５０９千円 

 

 私立幼稚園に通っている児童の世帯に対し、２つの助成を行っています。 

 ・就園奨励費補助金＝市民税所得割課税額等により園児一人当たり年額５６,０００円～

２９９,０００円（平成２２年度の場合。所得により制限があります） 

  （注）小学生１年生～３年生に兄・姉がいる場合や同一世帯から複数在園している場

合は状況により補助金額が異なります。 

 ・園児保護者負担軽減事業費補助金＝市民税所得割課税額等により園児１人当たり月額

３,２００円～９,４００円（平成２２年度の場合） 

  （注）兄弟・姉妹等で同一世帯から複数在園している場合は、第１子と第２子以降で

補助金額が異なります。（子育て支援課） 

 

 

○認定こども園運営費等助成費                  ９,８６７千円 

 

 認定こども園は、幼稚園や保育所等が教育と保育の両方の機能を提供するとともに、子

育て支援事業を行う施設のことです。市内にある認定こども園は幼稚園型といい、認可幼

稚園が、保育に欠ける子どものための保育時間を確保するなど、保育所的な機能を果たす

ものです。２２年度は新たにひかり幼稚園を加え、ゆりかご・きよせ幼稚園と合わせ３園

となり、今年度中にはたから幼稚園でも開設する予定です。予算には入所した幼児にかか

る運営費の一部が補助金として計上されています。（子育て支援課） 

 

 

○児童手当等事業費                      ８０,１８０千円 

小学校修了前の児童を養育している方に支給されます。平成２２年２月、３月分を６月

に支給し、平成２２年４月分からは子ども手当に代わります。 

 ・３歳未満児＝月額１０,０００円 

 ・３歳以上児＝第１子・第２子は月額５,０００円、第３子以降は一人月額１０,０００円 

但し、所得制限があります。（子育て支援課） 

 

 

○児童扶養手当事業費                    ２８６,６０８千円 

 

１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にあり、父母が離婚、父が死亡、父

が生死不明であるなどの児童を養育している母子世帯並びに父子世帯又は養育者家庭に支

給されます。但し、所得制限があります。なお、父子世帯への支給は８月から開始されま

す。（子育て支援課） 
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○児童育成手当事業費                    ２２４,４２２千円 

 

・育成手当＝１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にあり、父母が離婚、死

亡、生死不明であるなどの児童を養育しているひとり親家庭又は養育者家庭に支給され

ます。月額１３,５００円 

・障害手当＝２０歳未満で心身に障害があり、身障手帳１・２級程度の児童、知的障害児

で愛の手帳１・２・３度程度などの児童を養育している方に支給されます。月額１５,５

００円 

 （注）いずれも所得制限があります。（子育て支援課） 

 

 

○子ども手当事業費                   １,３１８,８２８千円 

 

 ４月から児童手当に代わって子ども手当が義務教育終了までの子ども１人に対して月額

１３,０００円が支給されます。所得制限はありません。（子育て支援課） 

 

 

○ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業             ４,１００千円 

 

 ひとり親家庭になった直後で生活が不安定なときなどに、育児や食事のお手伝いをする

ホームヘルパーを派遣します。（子ども家庭支援センター） 

 

 

○母子生活支援施設等入所措置費                ２４,０９６千円 

 

 配偶者の居ない母親とその子どもの生活や自立支援、就労支援や育児相談、子育て支援

を行う施設です。予算には施設入所費用が計上されています。（生活福祉課） 

 

 

○ひとり親家庭等医療費助成事業費               ３７,４６６千円 

 

 １８歳に達した日の属する年度の末日（障害がある場合は２０歳未満）までの児童のい

るひとり親家庭及びひとり親家庭に準ずる家庭に対して、医療保険の自己負担分の全て又

は一部（2／3）を助成しています。但し、所得制限があります。（子育て支援課） 

 

 

○ひとり親家庭支援事業費                   ２０,１１８千円 

 

 ２０歳未満の子を養育して児童扶養手当を受給している母子家庭の自立に向けた訓練を

受講した場合自立支援教育訓練給付金として費用の２０％（上限１０万円）を支給します。

また、平成２２年度から定められた資格を２年以上にわたり受講する者に高等技能訓練促
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進費（非課税世帯に１４１，０００円、課税世帯に７０，５００円）さらに平成２２年４

月以降に受講し規定の訓練を終了した場合には一時金（非課税世帯に５０，０００円、課

税世帯に２５，０００円）を支給します。（生活福祉課） 

 

 

○乳幼児医療費助成事業費                  １２３,４６２千円 

 

 ０歳児から小学校就学前までの乳幼児を養育している方に対し、保険医療費の自己負担

分を助成しています。（子育て支援課） 

 

 

○義務教育就学児医療費助成事業費               ６２,９６４千円 

 

 小学校１年生から中学校３年生まで（６歳に達する日の翌日以後の最初の４月１日～１

５歳に達する日以後の最初の３月３１日）の児童が医療機関で受診した場合、保険医療費

の自己負担分を助成しています。（通院の場合は１回につき最大２００円を負担していただ

きます。）但し、所得制限があります。（子育て支援課） 

 

 

○放課後子ども教室推進事業費                 ２７,９３７千円 

 

 第三小学校を除いた全ての小学校で放課後子ども教室（学習や遊びなどの取り組み）を

行っています。予算は、コーディネーターや学習アドバイザー、安全管理員の謝礼のほか、

教材費などの購入費が主な内容となっています。（児童センター） 

○保育園運営事業費                     ９７４,９２９千円 

 

 公設民営の駅前乳児保育園と私立保育園５園等の運営費が予算措置されています。（子育

て支援課） 

 

 

○市立保育園運営経費                    ２４３,６４０千円 

 

 市立保育園７園の運営経費が予算措置されています。但し、正規職員の人件費は除きま

す。（子育て支援課） 

 

 

○私立保育園助成事業費                   １２４,０７８千円 

 

 市内私立保育園５園の市の運営費加算補助金と、市内の乳幼児が市外の私立保育園に入

所している場合に、運営費の一部を助成しています。また、すみれ保育園分園の定員増の

ための施設整備費の補助金が含まれています。（子育て支援課） 
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○認可外保育施設助成事業費                                    １４,３４０千円 

 

 都内の保育室に市内の乳幼児が入所した場合、都の補助要綱に基づき運営費を補助して

います。（子育て支援課） 

 

 

○認証保育所助成事業費                    ４４,６４１千円 

 

 多様化する保育ニーズに柔軟に対応するため、東京都独自の基準により、民間企業やＮ

ＰＯ法人等が設置し保育ニーズに応えるものです。市内に１箇所、管外の認証保育所にも

市内の子どもたちが通っています。予算には、運営費補助金が計上されています。（子育て

支援課） 

 

 

○子育てひろば事業費                      ５,６１０千円 

 

 公立保育園７園で保育園に通っていない親子に園庭開放や育児相談、子育て支援に関す

る情報提供や育児講座などを行っています。（子育て支援課） 

 

 

○あそびクラブ等事業                        ９２千円 

 

 各学童クラブで子どもたちにけん玉等の昔の遊びを教えたり、鬼ごっこなど集団での遊

びを行なっています。（子育て支援課） 

 

 

○子ども家庭支援センター事業費                ３３,９３９千円 

 

 子育てや虐待など子どもと家庭に関するあらゆる相談に応じ、児童相談所などの関係機

関と連携しながら、子どもと家庭を支援しています。具体的には、乳幼児を持つ親子が気

軽に触れ合え、子育てアドバイザーが子育ての不安や悩みにお答えするつどいのひろば事

業、保護者が出産や入院、出張などの場合に、一時的に子どもを預かる子どもショートス

テイ事業のほか、ホームビジター派遣事業、育児支援ヘルパー派遣事業などを行っていま

す。（子ども家庭支援センター） 

 

 

○ファミリー・サポート・センター事業費            １２,０６０千円 

 

 育児の援助を受けたい人と育児の援助を行いたい人から構成される相互援助活動です。
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保護者や病気などの場合に、保育園や幼稚園、学校などへの送迎や子どもの預かりをして

います。 

 また、緊急援助として、病児・病後児保育、お泊り保育に対応する緊急サポートネット

ワーク事業を平成２１年度から行っています。（子ども家庭支援センター） 

 

 

○ホームビジター派遣事業費                   １,５４４千円 

 

 子育てに対する不安から、ノイローゼや虐待などの問題発生を未然に防ぐことを目的と

した子育て支援事業で、ビジターが子育ての相談、子育てや家事を協働で行うサービスを

行います。費用は無償です。（子ども家庭支援センター） 

 

 

○子どもの発達支援・交流センター事業費            ６９,３８９千円 

 

障害や発達に遅れやかたよりがある子どもたちが、家族を含めて必要な時に必要な療育

が受けられるよう、相談支援・発達支援・療育支援など、多様なサービスを提供していま

す。（障害福祉課） 

 

 

（３）衛生費関係 

 

○母子保健事業費 

                        １,６１３千円 

 母子保健推進員による母子の健康状態の把握、離乳食教室による栄養指導や個別相談な

ども行っています。また、生後４ヶ月までの乳児の全戸訪問を実施し、虐待ハイリスク家

庭の早期把握・予防にも努めています。（健康推進課） 

 

 

○健康相談等事業費                        ９９０千円 

 

各種料理教室、腰痛予防教室、骨粗しょう症予防教室や健康大学の開催、食生活相談や

歯の健康相談、一般健康相談等の個別健康相談の実施、食育など出前講座での専門職の地

域への派遣などを実施しています。（健康推進課） 

 

 

○市民健康診査費                       ２１,１３９千円 

 

・対象者＝３０～３９歳の方・４０歳以上の生活保護者等 

・健診項目＝必須項目（体重・血圧・血液） 
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      上乗せ項目（尿酸・血清クレアチニン・アルブミン） 

      詳細項目（心電図・眼底・貧血）後期高齢者も含む 

 （注）４０歳から７４歳の方は国民健康保険等の保険者が行います。７５歳以上は後期

高齢者医療保険で行います。（健康推進課） 

 

 

○がん検診                          １８,２２０千円 

 

 ・子宮がん＝２０歳以上の女性が対象で、問診・視診・触診・細胞診を行う 

 ・胃がん＝３５歳以上の方が対象で、問診・レントゲン間接撮影を行う 

 ・乳がん＝４０歳以上の女性が対象で、問診・視診・触診・マンモグラフィーを行う 

 ・肺がん＝４０歳以上の方が対象で、問診、胸部レントゲン直接撮影、リスク者には喀

痰細胞診を行う 

 ・大腸がん＝３５歳以上の方が対象で、問診、便潜血検査を行う 

 ・前立腺がん＝５０歳以上の男性が対象で、ＰＡＳ（前立腺特異抗原検査）を行う 

 （健康推進課） 

 

 

○女性特有のがん検診推進事業費                １６,３３９千円 

 

 女性特有のがんの受診促進を図るとともにがんの早期発見と正しい健康意識の普及及び

啓発を図り、健康保持を目的に平成２１年度から子宮頸がんと乳がん健診を一定の年齢に

限って無料でおこなっています。平成２１年度は国が１００％負担しましたが、２２年度

は２分の１に補助金が削減されました。（健康推進課） 

 ・子宮頸がん＝２０・２５・３０・３５・４０歳 

 ・乳がん＝４０・４５・５０・５５・６０歳 

 

 

○健康増進事業費                       １０,２５４千円 

 

 健康センターの健康増進ホールにおいて、各種のマシンを使っての通常トレーニングが

出来るほか、体力テストやストレッチ体操、みんなで楽しくエクササイズの事業を行って

います。（健康推進課） 

 

 

○休日急病診療事業費                     ４０,５８３千円 

 

 休日や祭日、年末年始における急病患者に対する診療を市内医療機関に委託しています。

日中は輪番制で初期救急を行い、二次救急と夜間は山本病院と織本病院で受け付けしてい

ます。 

 歯科については清瀬市休日歯科応急センターにおいて、午前９時３０分から午後５時ま
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で行なっています。（健康推進課） 

 

 

○妊婦健康診査事業費                     ３６,５００千円 

 

 妊産婦及び乳児の死亡率の低下、流早死産の防止、心身障害児の発生の予防を行うほか、

妊婦のＢ型肝炎ウイルスの検査を行い、母子感染を起こす恐れがある妊婦を発見し、適切

な指導をしています。平成２１年１月より里帰り出産等（都外出産及び助産院での出産）

にも対象枠の拡大を図るとともに、平成２１年度より公費負担の妊婦健診の回数を５回か

ら１４回に拡大しています。（健康推進課） 

 

 

○乳幼児発達健康診査事業費                    ７５０千円 

 

 発達の遅れなど気になる乳幼児に対して、小児神経専門医の健診及び理学療法士・心理

相談員による指導などにより障害の早期発見・早期療育・発達支援を行っています。 

（健康推進課） 

 

 

○両親学級事業費                         ８４３千円 

 

 妊娠中の不安解消及び両親への育児支援、新生児のお風呂の入れ方などを年６回開催し

ているほか、父親学級も年３回開催しています。（健康推進課） 

 

○妊産婦・新生児訪問指導事業費                 １,３１３千円 

 

 訪問員（助産師）が家庭訪問のうえ、妊産婦については健康状態・生活環境・疾病予防

などの指導を行い、安心して出産・育児に臨めるよう支援しています。新生児については、

原則第１子の新生児の発育・栄養・生活環境・疾病予防などの指導を行い、安心して育児

に臨めるよう支援しています。（健康推進課） 

 

 

○妊婦・乳幼児歯科健診等事業費                 ３,８１７千円 

 

 妊婦の歯科疾患の早期発見や早期治療、乳幼児のブラッシング、むし歯予防教室、歯科

健康診査などの事業を行っています。（健康推進課） 

 

 

○肝炎ウイルス健診事業費                    ２,８３２千円 

 今年度４０歳以上になる方で、平成１４年から平成２１年度の間に肝炎ウイルス検診を

受けたことのない人を対象にＢ型・Ｃ型肝炎ウイルス検査を実施。今年度４０歳になる方
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は節目健診として特定健診と同時に実施します。（健康推進課） 

 

 

○小児初期救急平日夜間診療事業費                ２,４２３千円 

 

 東村山市にある多摩北部医療センターでは月曜日から金曜日までの週５日と、西東京市

にある佐々総合病院では月・水・金曜日の週３日の午前７時３０分から午後１０時３０分

までの間、小児初期救急医療を行っています。予算には、医師の人件費や運営費などを清

瀬市・東村山市・東久留米市・西東京市の４市で均等割、患者割に応じて負担金を予算措

置しています。（健康推進課） 

 

 

○乳幼児健康診査事業費                    １５,７１３千円 

 

 ３・４ヶ月児、６・９ヶ月児、１歳６ヶ月児、３歳児健診を行っています。検診内容は、

問診、身体計測、診察（内科・歯科）、栄養・保育・心理相談、歯みがき指導などです。（健

康推進課） 

 

 

○成人歯科健康診査事業                     ３,１５５千円 

 

 子育て中の２０～３０歳代の方を中心に、幼児の歯科健診時に合わせて歯科健康教育、

健診、保健指導を行うことにより、成人歯科疾患の予防を図ります。（健康推進課） 

 

 

○結核健診費                         １２,５０８千円 

 

 ６５歳以上の方を対象に胸部レントゲン直接撮影を行っています。（健康推進課） 

 

 

○定期予防接種費                       ９７,４９５千円 

 

 ・ＢＣＧ＝生後６ヶ月未満（標準時期生後３ヶ月～６ヶ月未満） 

・ポリオ（小児マヒ）＝生後３ヶ月～７歳６ヶ月未満 

・三種混合（ジフテリヤ・百日ぜき・破傷風）＝生後３ヶ月～７歳６ヶ月未満 

・二種混合（ジフテリア・破傷風）＝１１歳～１２歳未満 

・麻しん・風しん＝第１期（１歳～２歳未満） 

         第２期（小学校就学前１年の児） 

         第３期（中学１年生に相当する年齢の者） 

         第４期（高校３年生に相当する年齢の者） 

※第３期・第４期については平成２０年度から５年間の時限措置 
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・日本脳炎＝新ワクチンが認可され、予防接種が開始されました。 

・季節性インフルエンザ＝６５歳以上、６０歳～６４歳の内部障害１級の方及びヒト免

疫機能に障害のある方。（健康推進課） 

 

 

○感染症対策事業費                        ６２１千円 

 

 新型インフルエンザ対策のため、毎年、防護マスクや消毒液などを購入していきます。 

（健康推進課） 

 

 

○任意予防接種事業                       ３,５４４千円 

 肺炎球菌による肺炎に罹る高齢者の割合が多いことから、６５歳以上の方を対象に肺炎

球菌ワクチン予防接種費用の一部の助成を新たに開始しました。（健康推進課） 

 

 

○調査分析費（公害関係）                    ４,２０６千円 

 

 毎年、市民の皆さんの健康と安全を守るため、河川と大気、ダイオキシンなどの調査を

行っています。（環境課） 

 

○環境保全啓発費                        ５,６０３千円 

 

 地球温暖化問題などの環境問題をみんなで考え、知識を広めるため、環境フェアを開催

し、地球温暖化防止、ＣＯ２削減に努めていきます。また、太陽光発電機器の設置助成を

１０件から２０件に増額しています。（環境課） 

 

 

○一部事務組合運営費                    ６８７,８３０千円 

 

 ・柳泉園組合＝清瀬市・東久留米市・西東京市の３市で共同運営しているごみ焼却場（東

久留米市内）。負担金４５４,１８１千円 

 ・東京たま広域資源循環組合＝２５市１町で、関係市町から排出される一般廃棄物最終

処分場（日の出町内）を管理運営しています。また、ごみ焼却灰のエコセメント化事

業も行っています。負担金２３３,６４９千円 

予算には、それぞれの施設運営費に係る組合負担金が措置されています。（環境課） 

 

 

○収集作業費                        ２３６,１２６千円 

 

 家庭から排出される可燃や不燃ごみ、容器包装プラスチック類ごみの収集を民間業者に
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委託しています。予算は委託費用や容器包装リサイクル処理委託費が主な内容となってい

ます。なお、職員の退職等に伴い収集車１台（そ大ごみ収集用）を民営委託化し、経費の

節減を図っています。（環境課） 

 

 

○環境整備費                         ５０,９８２千円 

 

 委託販売している有料ごみ袋の販売手数料や有料ごみ袋の作成費、自治会や学校 P.T.A

などが資源物を回収した場合の資源回収報奨金、ごみ収集パンフレットなどの予算措置さ

れております。（環境課） 

（４）農林業費関係 

 

○農業振興対策費                        ２,８７１千円 

 

 人手不足の農家の支援をするため援農ボランティアの育成を行います。また、きよせ産

野菜の種（霜あてほうれん草とベーターキャロット）のブランド化研究の最終年になりま

す。また、認定農業者の審査会や農業振興委員の報酬などが予算の主な内容となっていま

す。（産業振興課） 

 

 

○農業まつり事業費                        ７４７千円 

 

 毎年１１月に行っている農業まつりの品評会の関係経費です。（産業振興課） 

 

 

○市民農園事業費                        ６,０８７千円 

 

 市内には６農園２８７区画あります。１区画の使用料は月額１,３００円で、３年ごとに

更新しています。予算には、用地借上料などを措置しています。（産業振興課） 

 

 

○環境保全型農業推進事業費                   ４,３７６千円 

 

 土壌改良のための種の購入や有機質堆肥の購入助成費、自然に分解されるマルチの購入

助成費、平成２０年度から実施しているフェスティバル関係経費のほか、新たに防虫・防

鳥ネット購入助成を予算措置しています。（産業振興課） 
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（５）商工費関係 

 

○商工会等育成費                       ３８,０７５千円 

 

 商工会等への補助金 

 ・商工会への補助金７,１００千円 

 ・商工会への補助金（プレミアム商品券）１０,０００千円 

 ・商工会への補助金（商品券発行事務費）３,０００千円 

 ・商工協同組合への補助金１,０００千円 

 ・浴場組合への補助金１,０００千円 

新元気を出せ商店街事業＝各商店街が振興のために行っている盆踊り大会、お中元・歳

末大売出し、クリスマス大売出しなどのイベント事業に対する補助金を予算計上していま

す。また、にんじん焼酎の販売助成（４年目）も予算措置しています。（産業振興課） 

 

 

○融資事業費                          ７,５００千円 

 

 市では、市内の商工業、サービス業、農業を営む事業者に対し、小口事業資金の貸付け

行い、融資を受けた事業者には利子の一部を助成しています。また、融資を受けた事業者

は必ず保証協会又は基金協会の保証を得ることになっていますが、市では保証料の２分の

１を補助しています。（産業振興課） 

 

             貸付限度額         貸付期間 

 ・運転資金＝    ７００万円（１０００万円）  ６年（ ７年） 

 ・設備改善資金＝ １０００万円（１５００万円）  ６年（１０年） 

 （注）カッコ内は平成２１年度から平成２３年度までの３カ年間の措置 

 

 

○消費者保護対策事業費                    １０，７５０千円 

 

 消費生活センターでは、消費生活に関する苦情や相談について解決のための助言やあっ

せんなどを行っていますが、さらに、２３年度までの３年間、消費者保護対策の強化のた

めの相談員の研修や講座の開催などの充実を図っています。（産業振興課） 
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（６）土木費関係 

 

○道路整備事業費                      １１７,２９６千円 

 

 市では毎年計画的に市内の道路の舗装打換工事を行っています。平成２２年度では、け

やき通りや梅園の乳児保育園前など４路線の道路の舗装打換工事のほか、清瀬中学校北側

から柳瀬川までの道路拡幅工事を予定しています。（建設課） 

 

 

○歩道用地購入事業費                     １２,２４１千円 

 

 第三運動公園へのアクセス道の歩道用地購入を行います。歩道幅員は約２ｍ。（都市計画

課） 

 

 

○放置自転車対策費                      １６,４５１千円 

 

 清瀬駅や秋津駅周辺の違法駐輪防止のための指導業務のほか、違法駐輪自転車の保管場

所の管理業務等を行っています。（防災安全課） 

 

 

○地下駐輪場運営費                       ７,６０５千円 

 

 清瀬駅北口地下駐輪場の管理につきましては、指定管理者である清瀬都市開発株式会社

が管理しています。利用料金は指定管理者の歳入とし、管理委託料よりも利用料金の方が

多いため、その 1／２については市の歳入としています。予算には、施設の所有者である

市が本来負担すべきゲートシステムの借上料やサイクルライン改修費などを予算計上して

います。（防災安全課） 

 

 

○有料駐輪場運営費                      ２１,４４１千円 

 

 清瀬駅北口第２・第３、秋津駅北口・南口の有料駐輪場については、シルバー人材セン

ターが指定管理者として管理しています。また、清瀬駅南口第１と第２駐輪場につきまし

ては、（財）自転車駐車場整備センターが整備し、市が整備費に対し５年間負担金を支払う

こととしています。予算には、清瀬駅南口第２駐輪場の整備費負担金や駐輪場用地の賃借

料が主な内容となっています。（防災安全課） 

 

 

○公園管理経費                        ７５,３７７千円 
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 市内の公園全体の管理費で、用地の賃借料や清掃などの管理委託料が主な内容となって

います。（緑と公園課） 

 

 

○緑地保全事業費                       ３２,８０６千円 

 

 清瀬市みどりの基本計画を年度内に見直します。また、緑地保全地域等の植生管理、緑

地環境保全区域の助成金、保存樹木の助成金などが予算の主な内容となっています。（緑と

公園課） 

○緑地整備事業費                     １７１,１９６千円 

 

 清瀬市にとって貴重な緑地を次世代へ残すため、第五中学校西側の神山特別緑地保全地

区１,４１９㎡を都市計画決定し購入します。（緑と公園課） 

 

○市営住宅等管理経費                     １１,０４９千円 

 

 市営住宅５箇所の管理費や老朽化して空き家となっている市営住宅の取り壊し工事費な

どが予算措置されています。（建設課） 

 

 

（７）消防費関係 

 

○消防事務委託費                      ９１５,２９１千円 

 

 市の常備消防につきましては、東京都に委託しており、普通交付税の常備消防費算入分

１００％を委託金として東京都に支出しています。（防災安全課） 

 

 

○消防団運営費                        ３１,８０４千円 

 

 非常備消防として市内には本団と７個分団があり、消防団員の報酬や運営費、火災など

の出動手当て、制服代などが予算措置されています。（防災安全課） 

 

 

○防災対策事業費                        ６,６７３千円 

 

 大きな災害に備えるため、備蓄品の確保や防災行政無線の点検整備を行うほか、木造住

宅の耐震診断の助成を行っています。（防災安全課） 
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○家具転倒防止器具助成事業費                 １２,３４５千円 

 

 平成２１年度から３ヵ年間で、全世帯の５％に当たる概ね１,４８７世帯を目途に家具転

倒防止器具を無料支給します。また、取付けが困難な高齢者等の世帯には取付けの支援を

行います。（防災安全課） 

 

 

（８）教育費関係 

 

 

○就学事業費                         １６,０４７千円 

 心身に障害がある児童・生徒の就学・転学相談等を行っているほか、肢体不自由児の介

助、集団不適応等様々な課題を抱える児童の学習支援などの取り組みを行っています。 

（学務課） 

 

 

○旧九小施設関係経費                    １０３,４４８千円 

 

旧第九小学校の用地を売却するために、年度内に校舎及び体育館等の解体を行います。（教

育総務課） 

 

 

○教育相談センター関係経費                  ３２,５０９千円 

 

 学校生活になじめず、登校することが困難な状況にある子どもたちに集団生活の場を提

供し、学習支援を行うなどの取組みを相談員・指導員が行っています。また、小学校全校

にスクールカウンセラーを週１日８時間配置し、児童の心のケアや保護者及び教員の相談

などに対応しています。 

 不登校等の問題改善のためスクールソーシャルワーカーや巡回支援員が定期的に学校を

訪問しています。さらに、外国人児童・生徒のために日本語指導員を配置し、日本語習得

のための指導を行っています。（指導課） 

 

 

○学力向上推進事業費                     ３１,１１２千円 

 

 小・中学校の児童・生徒の学力向上を図るため、学力調査の実施や、学習サポーターに

よる学習支援のほか、学力向上推進モデル校では授業改善のための研究を行っています。

また、教師の指導力を向上させるため５～１０年目の教師を中心に「清瀬教師塾」を開催

するとともに、読書活動指導員を小・中学校全校に配置し、読書好きの児童・生徒を増や
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します。 

さらに、２２年度では新たに児童・生徒に読んでほしい「清瀬の１００冊」を選定・印

刷し、各学校へ配布します。（指導課） 

 

 

○学校緑化推進事業費                     ９１,２１０千円 

 ヒートアイランド現象を軽減するため、東京都の補助金を活用して平成２０年度に清瀬

小学校、２１年度に清瀬第十小学校の校庭の一部を芝生化してきましたが、２２年度は第

三中学校校庭を全面芝生化します。また、耐震化工事の終った小中学校８校で「緑のカー

テン」を実施します。（教育総務課） 

 

 

○小学校施設維持管理費                    ４５,６６３千円 

 中学校施設維持管理費                    ２０,１６５千円 

 

 施設の維持や改修関係の予算となっています。（教育総務課） 

 

 

○小学校運営管理費                     ２３５,９１３千円 

 中学校運営管理費                      ８０,９８３千円 

 

 学校運営に係る経費が計上されています。児童・生徒用の机・椅子を平成２３年度まで

に計画的に更新を行っています。（教育総務課） 

 

 

○小学校教育振興事業費                    ２４,９８０千円 

 中学校教育振興事業費                    １５,４４３千円 

 

 教務教材用の文具の購入や印刷製本費、特別活動用文具や卒業記念品の購入など、保護

者の負担軽減が行われています。（教育総務課） 

 

 

○小学校教育指導費                      ３１,０８５千円 

 中学校教育指導費                      １２,１６６千円 

 

 教師用教科書や指導書、副読本の購入や外国人による英語指導員の委託、教育研究費の

助成などが予算計上されています。また、小学校費では理科支援員を全校に配置します。

中学校費では都内中学生男女による「東京駅伝」関係費を予算措置しています。（指導課） 
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○小学校教科備品整備費                    ２４,３７６千円 

 中学校教科備品整備費                    １４,４８５千円 

 

 各学校の教科用各種備品を購入するほか、図書館図書を２３年度までに充足率１００％

の計画で整備するとともに、書架も計画的に整備していきます。また、体力向上備品を全

校に整備する予算を措置しています。（学務課） 

 

 

○小学校修学旅行等行事費                    ８,４８７千円 

 中学校修学旅行等行事費                    ９,０５５千円 

 修学旅行や移動教室、音楽鑑賞、演劇鑑賞に係る経費の一部を助成しています。（学務課） 

 

 

○小学校就学援助費                      ５２,８７５千円 

 中学校就学援助費                      ４９,０６４千円 

 

 経済的理由により、就学が困難な児童・生徒の保護者に対し、学用品や給食費等の援助

を行っています。（学務課） 

 

 

○小学校給食業務費                      １２,７０１千円 

 中学校給食業務費                      ９８,９７１千円 

 

各小中学校で行われている安全でおいしい自校方式の給食業務の運営や備品に要する経

費を予算措置しています。（学務課） 

 

 

○小学校校舎改造事業費                          １,０２２,２２５千円 

中学校校舎改造事業費                   １７７,７５４千円 

 

 平成２２年度で小中学校の校舎及び体育館の耐震化工事は全て終了します。（教育総務

課） 

 

平成２２年度実施校 

・小学校＝清瀬小・第六小・第七小 

・小学校＝第三小南校舎改築 

・中学校＝第三中・第五中 
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○コミュニティプラザ管理運営経費               ４６,８５０千円 

 

 旧都立清瀬東高校跡地を取得し、市民活動・生涯学習・福祉活動の場として活用するた

めに、改修工事を行いました。施設には時間単位と１年を超えない範囲で月単位の貸出し

部屋があります。（生涯学習スポーツ課） 

 

 

○文化活動振興費                        ２,８８２千円 

 

 各種の市民講座を開催するほか、今年度は、清瀬中学校の校歌を作詞した故石田波郷氏

の俳句大会を昨年に引き続き大会助成金を予算措置しています。（生涯学習スポーツ課） 

 

 

○図書館運営費                       １０８,７１１千円 

図書館サービスの充実のため、図書の購入や嘱託職員の人件費などが図書館の運営経費

となっています。（中央図書館） 

 

 

○特別展事業費（市制施行４０周年記念写真展 柳瀬川回廊）     ９９５千円            

 

 清瀬市制施行４０周年記念事業の一環として、１１月２７日から１２月１２日の１４日

間、企画展を開催予定です。 

清瀬市が誇る見どころの一つであり、市民の皆さんからも親しまれている柳瀬川回廊。

四季の移り変わりとともに変化するその美しい光景を、旭が丘写真クラブの皆さまに撮影

していただいた写真作品を通してご紹介いたします。（郷土博物館） 

 

 

○東京国体関係経費                       ６,６００千円 

 

 平成２５年度に行われる「東京国体」の女子サッカー競技の会場が清瀬市となりました。

２３年度には下宿第三運動公園サッカー場を人工芝にするための実施設計を行います。（生

涯学習スポーツ課） 
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１３ ２６市の財政指数 

単位：％ 

各市 財政力指数（３年平均） 経常収支比率 実質公債費比率 

八王子市 1.032 87.1 2.8 

立川市 1.246 90.6 6.8 

武蔵野市 1.605 86.4 0.4 

三鷹市 1.257 88.3 5.1 

青梅市 0.974 95.7 6.2 

府中市 1.341 86.6 7.5 

昭島市 1.119 96.9 2.7 

調布市 1.351 91.0 6.7 

町田市 1.153 89.5 1.6 

小金井市 1.158 93.4 6.4 

小平市 1.070 96.7 3.3 

日野市 1.072 91.4 1.0 

東村山市 0.873 91.1 5.0 

国分寺市 1.095 98.1 8.5 

国立市 1.068 95.8 4.4 

福生市 0.792 99.6 3.0 

狛江市 0.926 95.8 7.5 

東大和市 0.950 95.7 3.3 

清瀬市 0.732 95.3 4.9 

東久留米市 0.869 96.9 5.3 

武蔵村山市 0.886 94.4 1.1 

多摩市 1.237 91.2 0.0 

稲城市 0.967 85.7 2.1 

羽村市 1.121 101.3 4.8 

あきる野市 0.804 98.7 9.4 

西東京市 0.968 91.1 2.9 

平均 1.064  93.2 4.3 

（平成２１年度決算数値） 

 

・ 財政力指数とは、地方公共団体の財政力を示す指数で、１を超える場合は財源に余裕

があるということになり、国から普通交付税を貰わなくても標準的な行政サービスをす

ることが出来ます。清瀬市は０．７３２なので、国から普通交付税を貰わないと標準的

なサービスを行うことができません。 
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・ 経常収支比率とは、人件費や扶助費、公債費など毎年決まって支出される経常経費に

対し、市税などの経常的に入ってくる一般財源がどの程度充てられているかを示す指数

で、この比率が低いほど政策的な経費や新規事業に対応することができることになりま

す。一般的には７５％から８５％が適正水準とされています。 

  清瀬市の経常収支比率は９５．３％で、２６市平均の９３．２％と比較しても２．１％

高くなっています。昨今の景気の状況や人口の減尐傾向を見てみますと、今後、税収が

増える見込みは尐ないため、経常収支比率の動向に注意するとともに、改善すべき課題

と考えています。 

 

・ 実質公債費比率とは、一般会計が借り入れた地方債の元利償還金や特別会計への繰出

金のうち元利償還金に充てられているもの、一部事務組合などの負担金のうち元利償還

金に充てられているものの経費の総額が、通常収入されるであろう市税などの経常的一

般財源総額に占める割合を示すものです。２５％を超えると要注意となり、３５％を超

えると危険数値となります。 

  平成２１年度から２２年度に旧都立清瀬東高等学校跡地購入や清瀬市民センター大規

模改修、小中学校校舎耐震工事の大きな事業を実施しており、また、その後、公共施設

の大規模改修や耐震化工事、雤水対策工事、多摩国体サッカー場の整備などが予定され

ているため、一時的に元利償還金が膨らむため、財政運営上注意しなければならないと

考えています。 
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（１）経常一般財源の推移 
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・経常一般財源とは、市税や普通交付税などのように毎年決まって収入される経費で、自

由に使える財源です。 

・平成１８年度には税源移譲がされましたので、一時的には増加しましたが、長引く景気

低迷により、経常一般財源はほとんど増えていません。 
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（２）義務的経費 

 

 義務的経費とは、人件費・扶助費・公債費の合計額をいいます。その支出が義務付けら

れて任意にその経費を削減できない経費です。この経費の割合が大きければ大きいほど財

政の硬直化が進んでいることになります。平成１２年度には大幅な削減を図ることができ

ましたが、平成１９年度以降増加傾向にあります。特に、扶助費は平成１９年度以降大幅

に増加しています。 
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１４ ２６市の積立基金現在高の状況 

単位：百万円 

各 市 財政調整基金 その他の目的金 積立金合計額 

八 王 子 市 7,012 6,486 13,498 

立 川 市 5,075 5,243 10,318 

武 蔵 野 市 6,260 21,903 28,164 

三 鷹 市 3,512 7,361 10,873 

青 梅 市 1,453 9,203 10,656 

府 中 市 4,396 32,946 37,342 

昭 島 市 2,490 2,862 5,352 

調 布 市 4,358 6,838 11,196 

町 田 市 6,405 12,492 18,896 

小 金 井 市 2,136 3,065 5,201 

小 平 市 2,686 5,198 7,884 

日 野 市 3,289 9,706 12,995 

東 村 山 市 1,387 2,261 3,649 

国 分 寺 市 2,210 4,605 6,815 

国 立 市 1,151 2,348 3,499 

福 生 市 1,641 4,561 6,202 

狛 江 市 419 1,140 1,559 

東 大 和 市 681 188 870 

清 瀬 市 806 718 1,524 

東 久 留 米 市 648 1,423 2,072 

武 蔵 村 山 市 1,046 4,320 5,365 

多 摩 市 1,430 7,477 8,908 

稲 城 市 3,406 6,707 10,113 

羽 村 市 1,643 2,564 4,207 

あ き る 野 市 221 1,072 1,292 

西 東 京 市 3,387 4,768 8,155 

平 均 2,660 6,441 9,100 

（平成２１年度普通会計決算数値） 

 

・財政調整基金とは、経済事情の変動により市税が予算額をかなり下回った場合や、当初

予算編成後、予期しない財政需要が出てきた場合などに対処するため、積み立てておく

もので、常に１０億円程度積立金が必要と考えています。 

・その他の目的基金とは、公共用財産の取得及び建設基金、緑地保全基金、まちづくり応

援基金などがあり、それぞれの目的に応じ基金に積み立てを行い、必要に応じて取り崩

しています。 
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・各市の基金現在高の一覧表を見てみますと、２６市平均の財政調整基金が２６億６,００

０万円、その他の目的基金が６４億４,１００万円、合計で９１億円となっており、清瀬

市の基金現在高と比較すると大きな違いです。市税収入の尐ない清瀬市にとっては基金

積立金を増やすことは簡単ではありませんが、いざという時のために、尐しずつ増やし

ていきたいと考えております。 
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１５ 市債現在高等の状況 

平成２２年度は清瀬市民センター再整備事業への活用や、地方交付税の代替措置であ

る臨時財政対策債の増加等により、今後一時的に公債費の負担及び市債残高は上昇しま

す。しかし、旧第９小学校跡地の売払収入による繰上償還の実施や平成初頭にかけて発

行した市債の償還終了により、市債現在高は年々減尐することが見込まれます。 

 

年度
公債費
公債費比率

年度
現在高

公債費と公債費比率の推計
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